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恵那市民憲章 
 

わたくしたち恵那市民は 

一 仕事にはげみ 豊かなまちをつくりましょう 

一 自然を愛し 美しいまちをつくりましょう 

一 教養をたかめ 文化のまちをつくりましょう 

一 きまりを守り 住みよいまちをつくりましょう 

一 お互いに助け合い 明るいまちをつくりましょう 

 



目          次 

 

承第 ５号 専決処分の承認について（専第７号 令和２年度恵那市一般

会計補正予算） ············································ 5 

議第５６号 恵那市貸付金の返還債務の免除に関する条例の制定について ··· 27 

議第５７号 恵那市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について ··· 31 

議第５８号 恵那市国民健康保険条例の一部改正について ················ 33 

議第５９号 恵那市税条例の一部改正について ·························· 37 

議第６０号 恵那市介護保険条例の一部改正について ···················· 43 

議第６１号 恵那市都市公園条例の一部改正について ···················· 47 

議第６２号 契約の締結について ······································ 49 

議第６３号 財産の取得について ······································ 51 

議第６４号 市道路線の廃止について ·································· 53 

議第６５号 令和２年度恵那市一般会計補正予算 ························ 55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

承第 ５号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次の

とおり専決処分をしたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求め

る。 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                       恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

専第 ７号 

 

   令和２年度恵那市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和２年度恵那市の一般会計補正予算（第３号）を定めることについて、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり

専決処分をする。 

 

  令和２年５月１８日専決 

 

恵那市長  小坂 喬峰   

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ７４，１４２千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ３０，９６０，２６７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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１ 歳 入

歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

15

20

国庫支出金

繰 越 金

7,132,944

522,858

5,003

69,139

7,137,947

591,997

2

1

国庫補助金

繰 越 金

5,774,537

522,858

5,003

69,139

5,779,540

591,997

歳 入 合 計 30,886,125 74,142 30,960,267
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２ 歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2

3

4

7

10

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

商 工 費

教 育 費

8,593,693

7,761,213

2,920,134

842,612

2,779,781

4,607

396

1,000

60,000

8,139

8,598,300

7,761,609

2,921,134

902,612

2,787,920

1

2

1

1

1

6

総務管理費

児童福祉費

保健衛生費

商 工 費

教育総務費

保健体育費

8,057,393

2,965,995

1,570,814

842,612

366,862

1,126,221

4,607

396

1,000

60,000

440

7,699

8,062,000

2,966,391

1,571,814

902,612

367,302

1,133,920

歳 出 合 計 30,886,125 74,142 30,960,267

- 7 -



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 8 -



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１ 総 括

（歳 入） （単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計

15

20

国庫支出金

繰 越 金

歳 入 合 計

7,132,944

522,858

30,886,125

5,003

69,139

74,142

7,137,947

591,997

30,960,267
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議第５６号 

 

   恵那市貸付金の返還債務の免除に関する条例の制定について 

 

 恵那市貸付金の返還債務の免除に関する条例を次のとおり定める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

 （提案理由） 

 恵那市看護師修学資金などの市が貸し付けた貸付金の返還に係る債務の免

除に関し必要な事項を定めるため、この条例を定める。 
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   恵那市貸付金の返還債務の免除に関する条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、市が貸し付けた貸付金の返還に係る債務の免除に関し必要

な事項を定めることを目的とする。 

 （返還債務の免除） 

第２条 市長は、別表の左欄に掲げる貸付金の貸付けを受けた者が、当該貸付金

の種類に応じ同表の中欄に掲げる免除の条件のいずれかに該当する場合は、同

表の右欄に掲げる免除の範囲において、当該貸付金の返還に係る債務の全部又

は一部を免除することができる。 

 （委任） 

第３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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別表（第２条関係） 

貸付金

の種類 

免除の条件 免除の

範囲 

恵那市

看護師

修学資

金 

（１） 修学資金の貸与を受けた者が死亡したとき。 全部又

は一部

 

（２） 修学資金の貸与を受けた者が精神又は身体の障

害により労働能力を喪失し、当該貸付金の返還が不可

能であると市長が認めたとき。 

（３） 修学資金の貸与を受けた者が看護師免許を取得

後、規則で定める市の公立病院又は診療所において看

護師の業務に一定期間以上に従事したとき。 

（４） その他特にやむを得ない事情があると市長が認

めたとき。 

恵那市

奨学資

金 

（１） 奨学金の貸与を受けた者が死亡したとき。 全部又

は一部（２） 奨学金の貸与を受けた者が精神又は身体の障害

により労働能力を喪失し、当該貸付金の返還が不可能

であると市長が認めたとき。 

（３） その他特にやむを得ない事情があると市長が認

めたとき。 

恵那市

保育教

諭修学

資金 

（１） 修学資金の貸与を受けた者が死亡したとき。 全部又

は一部（２） 修学資金の貸与を受けた者が精神又は身体の障

害により労働能力を喪失し、当該貸付金の返還が不可

能であると市長が認めたとき。 

（３） 修学資金の貸与を受けた者が幼稚園教諭免許及

び保育士資格を取得後、規則で定める市内の認定こど

も園等において保育教諭、幼稚園教諭又は保育士の業

務に一定期間以上従事したとき。 

（４） その他特にやむを得ない事情があると市長が認

めたとき。 
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議第５７号 

 

   恵那市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

 恵那市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

定める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

 （提案理由） 

 人事院規則で定める特殊勤務手当（防疫等作業手当）の特例に基づき、危険手

当に関する所要の改正をするため、この条例を定める。 
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   恵那市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 恵那市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成 16年恵那市条例第 39号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第１号中「当該作業につき 1,000円」を「日額 4,000 円（回数で定める

ときは、１回につき 1,000 円）」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和２年４月 21日から適用する。 
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議第５８号 

 

   恵那市国民健康保険条例の一部改正について 

 

 恵那市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

 （提案理由） 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた被保険者等に対する国民健康保険料

の減免に関する所要の改正をするため、この条例を定める。 
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   恵那市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 恵那市国民健康保険条例（平成 16年恵那市条例第 98号）の一部を次のように

改正する。 

 附則に次の１条を加える。 

 （新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合の保険

料の減免） 

第 11条 市長は、次の各号のいずれかに該当する世帯に対し、令和元年度分及び

令和２年度分の保険料（令和２年２月１日から令和３年３月 31 日までの間に

普通徴収の納期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の支払

日）が設定されているものに限り、令和２年１月以前分の保険料を除く。）を減

免することができる。 

 （１） 新型インフルエンザ等対策特別措置法附則第１条の２第１項に規定す

る新型コロナウイルス感染症（次号において「新型コロナウイルス感染症」

という。）により、生計を主として維持する者が死亡し、又は重篤な傷病を負

った世帯 

 （２） 新型コロナウイルス感染症の影響により、生計を主として維持する者

の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入（以下「事業収入等」とい

う。）の減少が見込まれる世帯であって、次のいずれにも該当するもの 

  ア 事業収入等のいずれかの減少額（保険金、損害賠償等により補填される

べき金額を控除した額）が前年の当該事業収入等の額の 10分の３以上 

  イ 前年の地方税法第 314 条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額並びに国民健康保険法施行令第 27 条の２第１項に規定する他の所得

と区別して計算される所得の金額（地方税法第 314 条の２第１項各号及び

第２項の規定の適用がある場合には、その適用前の金額）の合計額が 1,000

万円以下 

  ウ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合

計額が 400 万円以下 

２ 前項の規定によって保険料の減免を受けようとする者は、別で定める期限ま

でに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする理由を証明す

る書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 （１） 氏名、住所及び個人番号 



- 35 - 

 （２） 納期限及び保険料額 

 （３） 減免を受けようとする理由 

３ 第１項の規定による減免をした場合における第 23 条第１項の規定の適用に

ついては、同項中「必要があると認められるもの」とあるのは、「必要があると

認められるもの（附則第 11 条第１項の規定の適用を受ける者を除く。）」とす

る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の恵那市国民健康保険条例附則第 11

条の規定は、令和２年２月１日から適用する。 
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議第５９号 

 

   恵那市税条例の一部改正について 

 

 恵那市税条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

 （提案理由） 

 地方税法等の一部改正に伴い、全てのひとり親家庭に対して公平な税制を実現

する観点から、婚姻歴の有無や性別にかかわらず、生計を一にする子を有する単

身者の控除を同一にするなど所要の改正をするため、この条例を定める。 
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   恵那市税条例の一部を改正する条例 

 

 （恵那市税条例の一部改正） 

第１条 恵那市税条例（平成 16年恵那市条例第 45号）の一部を次のように改正

する。 

  第 24条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

  第 34条の２中「第 12項」を「第 11項」に、「寡婦（寡夫）控除額」を「寡

婦控除額、ひとり親控除額」に、「第７項」を「第６項」に改める。 

  第 36条の２第１項ただし書中「第 314 条の２第５項」を「第 314 条の２第４

項」に改める。 

  第 94条第２項に次のただし書を加える。 

   ただし、１本当たりの重量が 0.7 グラム未満の葉巻たばこの本数の算定に

ついては、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの 0.7 本に換算するも

のとする。 

  第 94条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に規定

する葉巻たばこを除く。）」を加える。 

  附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例

基準割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定す

る平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」に、「この条において同じ」を「こ

の項において同じ」に改め、「（以下この条において「特例基準割合適用年」と

いう。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合

に」を「延滞金特例基準割合に」に改め、同条第２項中「特例基準割合適用年

中」を「各年の平均貸付割合に年 0.5 パーセントの割合を加算した割合が年 7.3

パーセントの割合に満たない場合には、その年中」に、「当該特例基準割合適用

年」を「その年」に、「特例基準割合と」を「当該加算した割合と」に改める。 

  附則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

  附則第 17条第１項中「第 35条の２第１項」の次に「、第 35条の３第１項」

を加える。 

  附則第 17条の２第３項中「第 35条の２」を「第 35条の３」に改める。 

第２条 恵那市税条例の一部を次のように改正する。 

  第 19 条中「第 321 条の８第 22 項及び第 23 項の申告書に」を「第 321 条の

８第 34項及び第 35項の申告書に」に、「においては」を「には」に改め、同条
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第４号中「によって」を「により」に改め、同条第５号中「、第４項又は第 19

項」を「又は第 31項」に改め、同条第６号中「第 321 条の８第 22項及び第 23

項」を「第 321 条の８第 34項及び第 35項」に改める。 

  第 20条中「及び第４項」を削る。 

  第 23条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第 31条第２

項の表第１号において「収益事業」という。）」を加え、「第 31条第２項の表の

第１号」を「同号」に、「第 48条第 10項から第 12項まで」を「第 48条第９項

から第 16項まで」に改める。 

  第 31条第２項の表第１号オ中「第 292 条第１項第４号の５」を「第 292 条第

１項第４号の２」に改め、同条第３項中「、同項第２号の連結事業年度開始の

日から６か月の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間

又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同項第３号」に改める。 

  第 48条第１項中「第４項、第 19項、第 22項及び第 23項」を「第 31項、第

34項及び第 35項」に、「第 10項、第 11項及び第 13項」を「第９項、第 10項

及び第 12項」に、「第４項、第 19項及び第 23項」を「第 31項及び第 35項」

に、「同条第 22項」を「同条第 34項」に、「第３項」を「第２項後段」に改め、

同条第２項中「第 66条の７第５項及び第 11項又は第 68条の 91第４項及び第

10 項」を「第 66 条の７第４項及び第 10 項」に、「第 321 条の８第 24 項」を

「第 321 条の８第 36項」に改め、同条第３項中「第 66条の９の３第４項及び

第 10 項又は第 68 条の 93 の３第４項及び第 10 項」を「第 66 条の９の３第３

項及び第９項」に、「第 321 条の８第 25 項」を「第 321 条の８第 37 項」に改

め、同条第４項中「第 321 条の８第 26項」を「第 321 条の８第 38項」に改め、

同条第５項中「第 321 条の８第 22項」を「第 321 条の８第 34項」に、「同条第

21 項」を「同条第 33 項」に、「、第４項又は第 19 項」を「又は第 31 項」に、

「同条第 23項」を「同条第 35項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第 19

項」を「又は第 31項」に、「同条第 22項」を「同条第 34項」に、「第 321 条の

８第 23項」を「第 321 条の８第 35項」に改め、同条第７項中「第 321 条の８

第 22項」を「第 321 条の８第 34項」に、「、第４項又は第 19項」を「又は第

31項」に改め、同項第２号中「第 321 条の８第 23項」を「第 321 条の８第 35

項」に改め、同条第９項を削り、同条第 10項中「第 321 条の８第 42項」を「第

321 条の８第 52 項」に、「同条第 42 項」を「同条第 52 項」に、「第 12 項」を

「第 11項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第 11項を同条第 10項とし、
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同条第 12項中「第 10項」を「第９項」に改め、同項を同条第 11項とし、同条

第 13項中「第 10項」を「第９項」に、「第 75条の４第２項」を「第 75条の５

第２項」に改め、同項を同条第 12項とし、同条第 14項を同条第 13項とし、同

条第 15項中「第 13項」を「第 12項」に、「第 10項」を「第９項」に改め、同

項を同条第 14項とし、同条第 16項中「第 13項前段」を「第 12項前段」に、

「第 321 条の８第 51項」を「第 321 条の８第 61項」に、「第 10項」を「第９

項」に改め、同項を同条第 15項とし、同条第 17項中「第 13項後段」を「第 12

項後段」に、「第 15項」を「第 14項」に、「第 75条の４第３項若しくは第６項

（同法第 81 条の 24 の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第 75 条

の５第３項若しくは第６項」に、「第 10項」を「第９項」に改め、同項を同条

第 16項とする。 

  第 50条第２項中「、第４項又は第 19項」を「又は第 31項」に、「同条第 23

項」を「同条第 35項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、

同条第３項中「、第４項又は第 19項」を「又は第 31項」に改め、「（同条第２

項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当

該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第

12 号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若し

くは連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、

又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同じ。）」

を削り、同条第４項中「、第４項又は第 19項」を「又は第 31項」に改める。 

  第 52条第４項から第６項までを削る。 

  第 94条第２項ただし書中「0.7 グラム」を「１グラム」に、「0.7 本」を「１

本」に改める。 

  附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年 10月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 （１） 第１条中恵那市税条例第 24条第１項第２号、第 34条の２及び第 36条

の２第１項ただし書の改正規定並びに同条例附則第３条の２及び第４条第１

項の改正規定並びに次条並びに附則第３条の規定 令和３年１月１日 

 （２） 第２条中恵那市税条例第 94条第２項ただし書の改正規定及び附則第６
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条の規定 令和３年 10月１日 

 （３） 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和

４年４月１日 

 （４） 第１条中恵那市税条例附則第 17条第１項及び第 17条の２第３項の改

正規定 土地基本法等の一部を改正する法律（令和２年法律第 12号）附則第

１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日 

 （延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の恵那市税条例（以下「新条例」という。）附

則第３条の２の規定は、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対応

する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお

従前の例による。 

 （市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第 24条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第 34条の２及び第

36条の２第１項の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適

用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第 36 条の２

第１項の規定の適用については、同項ただし書中「地震保険料控除額」とある

のは、「地震保険料控除額、ひとり親控除額（地方税法等の一部を改正する法律

（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）

第 292 条第１項第 11 号に規定する寡婦（旧法第 314 条の２第３項の規定に該

当するものに限る。）又は旧法第 292 条第１項第 12号に規定する寡夫である第

23条第１項第１号に掲げる者に係るものを除く。）」とする。 

第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の恵那市税条例の規定中法

人の市民税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この条におい

て「３号施行日」という。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正

する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲

げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和 40年法律第 34号。以下

この条において「４年旧法人税法」という。）第２条第 12号の７に規定する連

結子法人（次項において「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度（４年

旧法人税法第 15 条の２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。次項に

おいて同じ。）が３号施行日前に開始した事業年度を除く。）分の法人の市民税

について適用する。 
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２ ３号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が３号

施行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び３号施行日前に

開始した連結事業年度（４年旧法人税法第 15 条の２第１項に規定する連結事

業年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度

が３号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税について

は、なお従前の例による。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 この条例の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉巻たばこに係

る市たばこ税については、なお従前の例による。 

第６条 附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきで

あった葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 
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議第６０号 

 

   恵那市介護保険条例の一部改正について 

 

 恵那市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

 （提案理由） 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた被保険者に対する介護保険料の減免

に関する所要の改正をするため、この条例を定める。 
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   恵那市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 恵那市介護保険条例（平成 16年恵那市条例第 103 号）の一部を次のように改正

する。 

 第 14条第１項に次の１号を加える。 

 （６） その他保険料の納付が困難と認める者 

 附則を次のように改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成 16年 10月 25日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、恵那市介

護保険条例（平成 12年恵那市条例第７号）、岩村町介護保険条例（平成 12年岩

村町条例第２号）、山岡町介護保険条例（平成 12年山岡町条例第 42号）、明智

町介護保険条例（平成 12年明智町条例第６号）、串原村介護保険条例（平成12

年串原村条例第 18号）又は上矢作町介護保険条例（平成 12年上矢作町条例第

17 号）（以下これらを「合併前の条例」という。）の規定によりなされた処分、

手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみな

す。 

２ 施行日の前日までに合併前の条例の規定により介護サービスを受けた、又は

受けることとなった者に対して行う保険給付については、なお従前の例による。 

３ 施行日の前日までに合併前の条例の規定に基づいて課した、又は課すべきで

あった保険料については、なお従前の例による。 

４ 施行日の前日までにした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 

 （延滞金の割合の特例） 

第３条 当分の間、第 12条第１項に規定する延滞金の年 14.6 パーセントの割合

及び年 7.3 パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割

合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和 32年法律第 26号）第 93条第２項の

規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下この項において同じ。）が年 7.3 パーセントの割合に満たない場合には、その

年（以下この項において「特例基準割合適用年」という。）中においては、年 14.6
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パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に

年 7.3 パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3 パーセントの割合にあっ

ては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した

割合が年 7.3 パーセントの割合を超える場合には、年 7.3 パーセントの割合）

とする。 

２ 賦課期日において、岩村町、山岡町、明智町、串原及び上矢作町の区域内に

住所を有する第１号被保険者に係る平成 16年度から平成 17年度までの保険料

率は第７条の規定にかかわらず、合併前の条例による。 

３ 平成 16年度から平成 17年度までの第９条第１項から第３項の規定により算

定された、当該年度における保険料の額に生じた端数については、第９条第４

項の規定にかかわらず合併前の条例による。 

 （新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合の保険

料の減免） 

第４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、規則で定めるところ

により、令和元年度及び令和２年度の保険料（令和２年２月１日から令和３年

３月 31日までの間に普通徴収の納期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収

対象年金給付の支払日）が設定されているものに限り、令和２年１月以前分の

保険料を除く。）を減免することができる。 

 （１） 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号）附則

第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症（次号において「新

型コロナウイルス感染症」という。）により、その属する世帯の生計を主とし

て維持する者が死亡し、又は重篤な傷病を負った第１号被保険者 

 （２） 新型コロナウイルス感染症の影響により、その属する世帯の生計を主

として維持する者の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入（以下「事

業収入等」という。）の減少が見込まれる第１号被保険者であって、次のいず

れにも該当するもの 

  ア 事業収入等のいずれかの減少額（保険金、損害賠償等により補填される

べき金額があるときは、当該金額を控除した額）が前年の当該事業収入等

の額の 10分の３以上 

  イ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合

計額が 400 万円以下 

２ 前項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、規則で定める期限ま
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でに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする理由を証明す

る書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 （１） 第１号被保険者及びその属する世帯の生計を主として維持する者の氏

名、住所及び個人番号 

 （２） 減免を受けようとする保険料の額及び納期限又は当該保険料の徴収に

係る特別徴収対象年金給付の支払に係る月 

 （３） 減免を必要とする理由 

３ 第１項の規定による減免をした場合における第 14 条第１項の規定の適用に

ついては、同項中「必要があると認められるもの」とあるのは、「必要があると

認められるもの（附則第４条第１項の規定の適用を受ける者を除く。）」とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の恵那市介護保険条例附則第４条の

規定は、令和２年２月１日から適用する。 
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議第６１号 

 

   恵那市都市公園条例の一部改正について 

 

 恵那市都市公園条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

 （提案理由） 

 恵那都市計画事業正家第二土地区画整理事業地内に設置する都市公園の名称及

び位置を加えるなど所要の改正をするため、この条例を定める。 
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   恵那市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

 恵那市都市公園条例（平成 16年恵那市条例第 189 号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条の表に次のように加える。 

中曽根公園 恵那市長島町正家字中曽根 721 番地１ 

道垣外公園 恵那市長島町正家字道垣外 838 番地１ 

 

 「   「    

 別表第５中

  放送設備及

びカウントボ

ードを使用す

る場合は、１

回につき419円

を加算する。

 

を 

１ スコアボ

ード（電光

掲示板を使

用する場合

に限る。）

を使用する

場合は、１

時間につき

520円を加算

する。 

２ 本部室の

冷暖房を使

用する場合

は、１時間

につき160円

を加算す

る。 

 

に改める。 

   」   」 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第５の改正規定は、令和２

年８月１日から施行する。 
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議第６２号 

 

   契約の締結について 

 

 次のとおり契約を締結することについて、恵那市議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（平成１６年恵那市条例第４２号）第２条の

規定により、議会の議決を求める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                      恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

１ 契約の目的   社総 長島町２５５号線（中央工区）道路改良工事 

２ 契約の方法   指名競争入札 

３ 契約金額    １７６，０００，０００円 

４ 契約の相手方  恵那市長島町久須見１７９５ 

          田口建設株式会社 

          代表取締役  田口 進 
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議第６３号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり財産を取得することについて、恵那市議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（平成１６年恵那市条例第４２号）第３条の

規定により、議会の議決を求める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

                       恵那市長  小坂 喬峰   

 

 

１ 契約の目的   ＣＤ－Ⅰ型消防ポンプ自動車２台購入事業 

２ 契約の方法   指名競争入札 

３ 契約金額    ３８，３９０，０００円 

４ 契約の相手方  恵那市大井町２６０１番地の１２５ 

有限会社カーエージェント 中垣 

代表取締役  中垣 克広 
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議第６４号 

 

   市道路線の廃止について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、次の市道

路線を廃止することについて、同条第３項において準用する同法第８条第２項の

規定により、議会の議決を求める。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

恵那市長  小坂 喬峰 

 

 

路線番号 路線名 
起点 

重要な経過地 
終点 

１１２３９ 明智町２３９号線
恵那市明智町阿妻字細久保  

恵那市明智町阿妻字細久保 
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市道路線の廃止 

路線番号１１２３９ 明智町２３９号線 

明智町２３９号線 

（有）土井鉱業 

主要地方道瑞浪大野瀬線 

明智町阿妻地内 



議第６５号 

 

   令和２年度恵那市一般会計補正予算（第４号） 

 

 令和２年度恵那市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ６８１，９４２千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ３１，６４２，２０９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の追加及び変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

  令和２年５月２９日提出 

 

恵那市長  小坂 喬峰   
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１ 歳 入

歳入歳出予算補正第 １ 表

（単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

15

16

18

20

21

22

国庫支出金

県支出金

寄 附 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

7,137,947

2,156,455

63,086

591,997

713,423

1,893,400

333,876

500

1,000

294,619

△75,553

127,500

7,471,823

2,156,955

64,086

886,616

637,870

2,020,900

2

3

2

1

1

4

1

国庫補助金

国庫委託金

県補助金

寄 附 金

繰 越 金

雑 入

市 債

5,779,540

9,537

1,285,640

63,086

591,997

541,604

1,893,400

328,882

4,994

500

1,000

294,619

△75,553

127,500

6,108,422

14,531

1,286,140

64,086

886,616

466,051

2,020,900

歳 入 合 計 30,960,267 681,942 31,642,209
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２ 歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2

3

4

5

6

7

8

9

10

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

8,598,300

7,761,609

2,921,134

56,200

1,398,792

902,612

2,395,500

938,900

2,787,920

△5,608

108,365

△685

△500

△300

154,165

138,399

3,921

284,185

8,592,692

7,869,974

2,920,449

55,700

1,398,492

1,056,777

2,533,899

942,821

3,072,105

1

1

2

1

1

1

1

2

3

4

1

1

2

3

5

6

総務管理費

社会福祉費

児童福祉費

保健衛生費

労働諸費

農 業 費

商 工 費

道路橋りょう費

河 川 費

都市計画費

消 防 費

教育総務費

小学校費

中学校費

社会教育費

保健体育費

8,062,000

4,553,118

2,966,391

1,571,814

56,200

1,068,262

902,612

1,347,810

9,430

904,140

938,900

367,302

362,888

190,618

664,452

1,133,920

△5,608

100,700

7,665

△685

△500

△300

154,165

38,500

14,500

85,399

3,921

14,400

186,823

97,321

△1,710

△12,649

8,056,392

4,653,818

2,974,056

1,571,129

55,700

1,067,962

1,056,777

1,386,310

23,930

989,539

942,821

381,702

549,711

287,939

662,742

1,121,271

歳 出 合 計 30,960,267 681,942 31,642,209
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１．追　加 (単位：千円）
起債の方法

２．変　更 （単位：千円）

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

合 併 特 例 事 業 565,100

普通貸借
又は

証券発行

　２．５％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
資金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率)

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。
  ただし、市
財政の都合に
より据置期間
及び償還期限
を短縮し、又
は繰上償還も
しくは低利に
借換えするこ
とができる。

581,800

普通貸借
又は

証券発行

　２．５％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
資金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率)

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のによる。
  ただし、市
財政の都合に
より据置期間
及び償還期限
を短縮し、又
は繰上償還も
しくは低利に
借換えするこ
とができる。

スポーツ施設管理事業 8,600

リニア基盤整備事業 87,700

補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

起 債 の 目 的

河川整備事業 14,500
普通貸借

又は
証券発行

　
　２．５％以内（ただ
し、利率見直し方式で借
り入れる資金について、
利率の見直しを行った後
においては、当該見直し
後の利率)

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。
  ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に借換
えすることができる。

第　２　表　 地方債補正

起　債　の　目　的 限　度　額 利　率 償還の方法
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１ 総 括

（歳 入） （単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計

15

16

18

20

21

22

国庫支出金

県支出金

寄 附 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

歳 入 合 計

7,137,947

2,156,455

63,086

591,997

713,423

1,893,400

30,960,267

333,876

500

1,000

294,619

△75,553

127,500

681,942

7,471,823

2,156,955

64,086

886,616

637,870

2,020,900

31,642,209
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１．一般職

（１）総括 （単位： 千円）

職員数 給　　 　 　与　　　  　費 共済費 合　計 備　考

（人） 報  酬 給  料 職員手当 計

補
正
後

877
(333)

563,768
(541,513) 2,027,844 1,516,524

4,108,136
(541,513)

762,572
(72,652)

4,870,708
(614,165)

補
正
前

877
(333)

560,823
(538,568) 2,027,844 1,516,524

4,105,191
(538,568)

761,942
(72,022)

4,867,133
(610,590)

比
　
較

0
（0）

2,945
(2,945) 0 0

2,945
(2,945)

630
(630)

3,575
(3,575)

※()内は会計年度任用職員の内数

区分

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書
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補正前 補正額 計

１．普通債 3,970,587 4,115,996 663,300 110,800 774,100

（６）土木債 571,156 536,604 132,000 102,200 234,200

（９）教育債 601,416 675,193 14,600 8,600 23,200

３．合併特例債 11,700,621 10,434,583 565,100 16,700 581,800

⑥土木債 2,262,587 2,336,733 443,200 16,700 459,900

29,236,813 27,780,513 1,893,400 127,500 2,020,900合　　　　　　計

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　分
前々年度末

現在高
前年度末

現在高見込額

当該年度中増減見込額

当該年度中起債見込額
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（単位：千円）

補正前 補正額 計 補正前 補正額 計

527,336 0 527,336 4,251,960 110,800 4,362,760

87,043 0 87,043 581,561 102,200 683,761

126,114 0 126,114 563,679 8,600 572,279

1,204,563 0 1,204,563 9,795,120 16,700 9,811,820

240,270 0 240,270 2,539,663 16,700 2,556,363

2,827,200 0 2,827,200 26,846,713 127,500 26,974,213

当該年度末現在高見込額
当該年度中元金償還見込額
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